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対
口
支
援

　

大
規
模
な
災
害
で
被
災
し
た
自
治
体
を
、
特
定
の

自
治
体
が
パ
ー
ト
ナ
ー
と
な
っ
て
応
急
対
策
や
復

旧
・
復
興
の
支
援
を
す
る
手
法
を「
対た
い
こ
う
し
え
ん

口
支
援
」方
式

と
い
う
。

　

２
０
０
８
年
、
中
国
で
起
き
た
四
川
大
地
震
（
マ

グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
８
・
０
、
死
者
・
行
方
不
明
者
約

９
万
人
）
で
中
国
政
府
が
用
い
た
こ
と
で
知
ら
れ
る

よ
う
に
な
っ
た
。
中
国
語
で「
対
」＝
ペ
ア
、「
口
」＝

人
を
指
す
。

　

四
川
大
地
震
で
は
、
中
国
政
府
が
北
京
や
上
海
な

ど
、
経
済
発
展
が
進
ん
だ
省
や
都
市
と
被
災
し
た
市

や
県
で
ペ
ア
を
組
ん
で
支
援
に
当
た
ら
せ
、
復
興
の

進し
ん
ち
ょ
く捗

度
を
競
わ
せ
た
。
再
建
に
当
た
っ
て
集
落
全

体
が
廃
虚
と
な
っ
た
北ほ
く
せ
ん川
チ
ャ
ン
族
自
治
県
を
丸
ご

と
別
の
場
所
に
移
し
、
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
を
建
設
す
る

な
ど
に
よ
り
、
早
期
復
興
を
実
現
し
た
。
中
国
の
対

口
支
援
が
成
功
し
た
の
は
、
国
の
強
力
な
リ
ー
ダ
ー

シ
ッ
プ
と
、
財
政
力
豊
か
な
大
規
模
自
治
体
に
よ
る

支
援
が
大
き
い
と
さ
れ
る
。

能
登
半
島
地
震
の
対
口
支
援

　

能
登
半
島
地
震
で
は
、
１
月
３
日
に
は
名
古
屋

市
、
浜
松
市
な
ど
が
被
災
地
に
支
援
に
入
る
な
ど
、

こ
れ
ま
で
に
な
い
迅
速
な
初
動
が
取
ら
れ
た
。
１
月

15
日
時
点
で
石
川
県
の
14
市
町
に
42
都
道
府
県
・
政

令
市
の
職
員
６
９
８
人
が
派
遣
さ
れ
て
い
る
。

　

対
口
支
援
で
は
、
パ
ー
ト
ナ
ー
役
を
担
う
の
は
都

道
府
県
と
政
令
市
で
あ
り
、
都
道
府
県
は
管
内
の
市

区
町
村
と
一
体
と
な
っ
て
職
員
を
派
遣
し
て
支
援

す
る
。
被
災
市
区
町
村
が
行
う
災
害
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

の
支
援
を
行
う
「
総
括
支
援
チ
ー
ム
」
が
調
整
役
と

な
っ
て
、
被
災
自
治
体
と
の
窓
口
役
と
な
り
、
他
の

対
口
支
援
自
治
体
は
総
括
支
援
チ
ー
ム
と
連
携
し

て
業
務
を
行
う
。

　

派
遣
さ
れ
た
職
員
の
業
務
は
、
避
難
所
の
運
営
、

物
資
の
管
理
、
被
害
家
屋
認
定
調
査
、
罹り
さ
い災
証
明
書

の
発
行
、
仮
設
住
宅
の
建
設
・
入
居
手
続
き
、
災
害

廃
棄
物
処
理
な
ど
多
岐
に
わ
た
る
。
能
登
で
は
多
く

の
応
援
職
員
が
働
い
て
い
た
が
、
も
し
、
対
口
支
援

が
な
か
っ
た
ら
、
被
災
者
支
援
は
格
段
に
遅
れ
て
い

た
に
違
い
な
い
。

東
日
本
大
震
災
時
の
対
口
支
援

　

対
口
支
援
が
日
本
で
始
ま
っ
た
の
は
、
東
日
本
大

震
災
発
生
時
だ
。
こ
の
時
は
関
西
広
域
連
合
が
岩
手

県
を
大
阪
府
・
和
歌
山
県
、
宮
城
県
を
兵
庫
県
・
鳥

取
県
・
徳
島
県
、
福
島
県
を
滋
賀
県
・
京
都
府
と

パ
ー
ト
ナ
ー
を
決
め
て
分
担
し
て
支
援
し
た
。

　

私
が
勤
務
し
て
い
た
板
橋
区
も
、
早
い
支
援
に
入

り
た
か
っ
た
が
、
ど
こ
を
支
援
す
る
か
決
め
る
の
が

難
し
か
っ
た
。
ど
こ
か
特
定
の
自
治
体
を
決
め
る
こ

と
は
、
他
の
自
治
体
へ
の
支
援
を
諦
め
る
こ
と
で
も

あ
る
。
多
く
の
被
災
地
が
あ
る
と
、
そ
の
出
身
者
や

関
係
す
る
住
民
が
そ
れ
ぞ
れ
い
る
。
だ
か
ら
、
応
援

自
治
体
を
決
め
る
理
由
付
け
が
難
し
い
。
結
局
、
支

援
相
手
が
決
ま
っ
て
職
員
を
派
遣
で
き
た
の
は
震
災

発
生
後
40
日
以
上
た
っ
た
４
月
後
半
に
な
っ
て
か
ら

だ
っ
た
。
こ
の
時
、
総
務
省
な
ど
の
調
整
に
よ
り
、

迅
速
に
支
援
先
を
決
め
る
必
要
性
を
強
く
感
じ
た
。

　

対
口
支
援
の
メ
リ
ッ
ト
は
、
応
援
自
治
体
が
責
任

を
持
っ
て
人
員
確
保
・
引
き
継
ぎ
を
し
て
、
受
援
自

能
登
半
島
地
震
の
対
口
支
援跡
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治
体
に
大
き
な
負
担
を
か
け
な
い
こ
と
だ
。
ま
た
、

顔
の
見
え
る
関
係
で
き
め
細
か
い
支
援
を
継
続
し
て

で
き
る
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
被
災
自
治
体
間
の
支
援
格
差
が
少

な
く
な
り
、
長
期
的
な
復
興
ま
で
の
一
貫
し
た
支
援

が
で
き
や
す
い
。
職
員
を
派
遣
す
る
側
の
自
治
体
に

も
、
災
害
現
場
で
の
対
応
ノ
ウ
ハ
ウ
を
学
べ
る
こ

と
、
そ
れ
を
次
の
支
援
や
自
ら
の
被
災
時
に
生
か
せ

る
な
ど
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。

熊
本
地
震
時
の
対
口
支
援

　

２
０
１
６
年
の
熊
本
地
震
で
は
、
４
月
16
日
に
震

度
７
の
本
震
が
発
生
。
こ
の
本
震
の
２
日
後
の
18
日

に
、
九
州
・
山
口
９
県
被
災
地
支
援
対
策
本
部
が
被

災
地
へ
「
対
口
支
援
」
を
行
う
こ
と
を
決
定
し
、
熊

本
県
と
熊
本
県
内
の
15
市
町
村
に
職
員
の
派
遣
を
開

始
し
た
。

　

震
源
地
の
熊
本
県
益
城
町
は
人
口
約
３
万
人
だ

が
、
地
震
発
生
か
ら
８
日
後
の
22
日
時
点
で
、
災
害

対
策
本
部
に
職
員
は
わ
ず
か
31
人
。
16
カ
所
あ
っ
た

避
難
所
に
１
６
１
人
が
従
事
し
て
い
た
。
出
勤
職
員

の
７
割
が
避
難
所
対
応
に
取
ら
れ
て
い
た
。
こ
れ
で

は
復
旧
、
復
興
業
務
へ
の
着
手
さ
え
お
ぼ
つ
か
な

い
。
町
職
員
は
、
被
災
者
で
あ
り
な
が
ら
最
大
の
支

援
者
と
い
う
立
場
で
、
被
災
町
民
の
利
用
を
優
先
し

て
コ
ン
ビ
ニ
に
も
行
け
な
い
状
態
で
あ
っ
た
。

　

最
終
的
に
は
、
熊
本
に
応
援
職
員
が
延
べ
約
５
万 

３
０
０
０
人
派
遣
さ
れ
、
応
急
対
策
、
お
よ
び
復
旧
、

復
興
業
務
に
も
従
事
し
た
。
熊
本
地
震
で
の
成
果
を

受
け
て
、
総
務
省
は
「
大
規
模
災
害
か
ら
の
被
災
住

民
の
生
活
再
建
を
支
援
す
る
た
め
の
応
援
職
員
の
派

遣
の
在
り
方
に
関
す
る
研
究
会
」を
設
置
し
、「
対
口

支
援
方
式
」
が
職
員
確
保
に
大
き
な
効
果
が
あ
っ
た

こ
と
を
認
め
、
２
０
１
８
年
か
ら「
対
口
支
援
方
式
」

は
制
度
化
さ
れ
た
。

新
た
な
支
援
方
策

　

新
た
な
対
口
支
援
と
し
て
注
目
さ
れ
る
の
が
ふ
る

さ
と
納
税
の「
代
理
寄
付
」で
あ
る
。
１
月
15
日
段
階

で
、
茨
城
県
境
町
は
珠
洲
市
の
寄
付
金
の
代
理
受
付

を
行
い
、
９
４
０
０
万
円
以
上
、
熊
本
県
益
城
町
は

輪
島
市
の
代
理
寄
付
に
協
力
し
、
３
１
０
０
万
円
以

上
が
集
ま
っ
た
。「
受
領
証
明
書
」
の
発
行
や
郵
送
な

ど
事
務
作
業
を
別
の
自
治
体
が
肩
代
わ
り
す
る
こ
と

で
、
被
災
し
た
自
治
体
の
負
担
を
軽
減
で
き
る
。
こ

の
間
の
代
理
寄
付
額
の
合
計
は
仲
介
サ
イ
ト
大
手
３

社
で
11
億
円
を
超
え
た
。
ふ
る
さ
と
納
税
の
事
務
作

業
は
標
準
化
さ
れ
て
い
て
、
他
の
自
治
体
職
員
で

も
、
現
地
に
行
か
な
く
て
も
、
支
援
し
や
す
い
の
が

理
由
と
み
ら
れ
る
。

業
務
の
標
準
化
と
受
援
計
画

　

今
後
、
避
難
所
の
業
務
な
ど
多
く
の
災
害
対
応
業

務
が
標
準
化
さ
れ
れ
ば
、
対
口
支
援
に
入
っ
た
応
援

自
治
体
は
支
援
し
や
す
く
な
る
。
現
在
、
内
閣
府
は

「
防
災
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
養
成
研
修
」
に
お
い
て
ｅ

ラ
ー
ニ
ン
グ
を
実
施
し
、
標
準
的
な
業
務
内
容
を
伝

え
て
い
る
。
テ
ー
マ
は
「
避
難
所
開
設
・
運
営
」「
住

家
被
害
認
定
調
査
・
罹
災
証
明
書
交
付
」「
避
難
情
報

の
判
断
・
伝
達
」「
災
害
廃
棄
物
処
理
」
が
公
開
さ
れ

て
い
る
。
本
来
は
自
治
体
や
防
災
関
係
機
関
を
対
象

に
し
て
い
る
が
、
現
在
は
誰
で
も
見
ら
れ
る
の
で

（
２
月
５
日
現
在
）、
活
用
さ
れ
た
い
。

https://bousai-ariake.jp/e-learning/index.htm
l

　

な
お
、
国
は
、
大
規
模
災
害
時
に
応
援
職
員
を
受

け
入
れ
る
体
制
や
手
順
な
ど
を
示
し
た「
受
援
計
画
」

の
策
定
を
求
め
て
い
る
。
し
か
し
、
全
国
市
区
町
村

の
平
均
策
定
率
は
２
０
２
２
年
６
月
現
在
、
67
％
に

と
ど
ま
る
。
受
援
計
画
作
成
に
向
け
て
内
閣
府
に
は

丁
寧
な
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
あ
る
。
未
策
定
の
市
区
町

村
に
は
ぜ
ひ
と
も
作
成
い
た
だ
き
た
い
。
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